
働きやすい職場づくりのために

・労働時間の定義と休憩時間の定義
・実労働時間と労働時間の状況の違い
・相談事例（移動時間・休業手当・早出残業）
・健康診断関係
・ハラスメント対策として最低限これをやっておく！
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労働時間の定義と休憩時間の定義

・労働時間の定義
使用者の指揮命令下に置かれている時間 ⇔ 休憩時間

・休憩は当人が自由に行動することが許されている時間
当然、労働から離れることを保障されている。

・一人勤務の夜勤・宿直
（単に作業に従事しないいわゆる手待ち時間）

・休憩中だが利用者の食事の補助を（暗黙に）求めていたケース
（状況を黙認＝黙示の指示）

・雇用契約で休憩時間や仮眠時間を設定しているものの、取れていな
い、利用者が起きているのに寝ていられないと不満が生じたら・・
（当署に相談を持ち掛けられたら“まずは・・・”自主解決に至ら
ない場合、休憩中の労働について具体的に特定した後、申告受理）

・結論：労働時間に当たるか、当たらないか疑義が生じた場合は、職
員の体制の問題・施設の特徴などを勘案の上、労働時間・休憩の定
義から個別具体的に判断。



実労働時間と労働時間の状況の違い

・始業時刻から終業時刻までが実労働時間
（労働基準法のガイドラインで定義）

・出勤時刻から退勤時刻までが労働時間の状況
（労働安全衛生法で定義）

・出勤時刻から始業時刻までの時間、又は終業時刻から退勤時刻まで
の時間というのは、通常、使用者の指揮命令下に置かれている時間
ではないと考えます。

・労働時間の状況とは、「いかなる時間帯にどの程度の時間、労務を
提供し得る状態にあったか」をいいます。労働時間の状況の概念は、
実労働時間とは異なり、実労働時間より広いもの。

内周が実労働時間
外周が労働時間の状況

・賃金の対価となるのは、内周の実労働時間。しかし、例えば、実態
を顧みないで日々の退勤時刻から遡って〇分未満を一律切り捨てに
したりしていると１分単位で賃金を払ってくれと言われかねません。



・そのため、内周と外周の差（乖離した時間）は無いに越したことは
ありません。必要以上に乖離が生じているときは、実態を顧みるこ
とがとても重要です。必要に応じて実態調査を行います。
乖離の基準は、特に規定されていません。

・時間外労働（残業時間）の集計時に限って、厚生労働省通達におい
て、月の累計で30分単位で四捨五入することを許容していますが、
日々の実労働時間の集計も労働時間の状況の集計もこのような〇分
単位で丸める簡便な運用をよしとしている通達はありません。
つまり、日々の実労働時間の集計は１分単位で行わなければいけな
いということになります。

・労働時間の状況の把握方法は、タイムカードであったり、ＰＣを起
動させて「出勤」ボタン、「退勤」ボタンを押下するシステムで
あったりしますが、一方で、労働時間の管理方法は紙又はシステム
上の残業申請・承認制という場合が多いと思います。
この場合に、残業時間は〇分単位という運用を見かけることがあり
ますが、これというのは、使用者としては所定労働時間＋残業申請
された時間しか指揮命令していない、働く側もその範疇で働いてい
るという運用が、実態上かみ合っていればこそと言えます。１分単
位で集計した結果がたまたま〇分単位になっているということです。



【訪問介護の相談事例】
・移動時間、移動距離が長いにもかかわらず労働時間に含まれていない。
いつも移動だけで時間が過ぎるのに実際に利用者支援をしている時間
しか労働時間に含まれていない。

・利用者からの介護サービスの当日キャンセルで、休業が発生。

【point】
・労働時間は、介護サービスを提供している時間に限るものではない。
・通勤時間と移動時間
・使用者の責めに帰すべき事由による休業（全部休業、一部就業を問わ
ず、休業日の賃金額が１日平均賃金の６割以上を満たしているか。）

【送迎の相談事例】
・デイサービスのため送迎があるのだが、利用者の自宅には８：２０
までに到着するように言われていることから、８：００～８：１０に
は事業場を出発している。勤怠管理簿には８：３０～１７：３０しか
欄がなく、早出残業分の賃金が支払われていない状況である。

【point】
・勤怠管理簿のほかに記録のある車の送迎記録・勤務表を基に、実態に
応じた賃金支払いを。



健康診断関係

・常時使用する労働者を雇い入れたときに、当該労働者に対し、一般健
康診断を実施します。（直近３ヵ月以内に受けた健康診断がある場合
はその結果を証明する書面の提出に代替することができます。）

・常時使用する労働者には、１年以内ごとに１回、定期に、医師による
一般健康診断を実施します。深夜業を含む業務に常時従事する労働者
には、実施の頻度が６ヵ月以内ごと１回になります。

・健診（健康診断の略語）と検診（健康診査の略語）の違い
健康診断（健診）の目的は、健康状態を調べるとともに病気や病気の
兆候を見つけること。
健康診査（検診）の目的は、特定の病気を早期に発見し、治療を行う
ことで、がん検診、子宮頸がん検診、婦人科検診などがあります。
検診だけだと法定の健康診断項目を満たしていないので一般健診を受
けさせてください。

・定期健康診断の結果に基づく健康診断個人票を５年間保存してくださ
い。労働者が、事業場の指定する健診機関以外で受診した場合は、そ
の結果を会社に提出するよう求めてください。



・定期健康診断に要する費用は会社負担です。

・定期健康診断の結果、異常の所見があると診断された労働者について
は、就業上の措置（通常勤務でよいか、勤務に制限を加える必要があ
るか、勤務を休む必要があるか）を医師から意見聴取し、その者の健
康診断個人票に、医師の意見を記載してもらってください。
個人票に「医師意見」欄がない場合は、医師から意見を聴いた記録を
取っておいてください。

・健診結果で基準値を外れた項目があり、要再検査と診断されても必ず
しも病気ではなく、その後、生活習慣を改善することで数値が基準値
に戻ることもあります。

・滋賀産業保健総合支援センター（独立行政法人）が、地域窓口（大
津・彦根・近江八幡・湖北）を開設しており、産業医の選任義務の
ない県内労働者数５０人未満の事業者向けに
・メンタル不調を感じている労働者に対する相談・指導
・健康診断の結果についての医師からの意見聴取
・ストレスチェックに係る高ストレス者及び長時間労働者に対する
面接指導

について無料の産業保健サービスを展開をしています。
是非ご活用ください。



一般健康診断の項目（雇入れ時の健康診断＝定期健康診断）
※チラシは、労働安全衛生法に基づく健康診断を実施しましょうで検索

https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11200000-Roudoukijunkyoku/0000103900.pdf


ハラスメント対策として最低限これをやっておく！

・事業主の方針等の明確化及びその周知・啓発
・パワハラ、セクハラ、妊娠・出産・育児・介護休業ハラスメント
の内容

・各ハラスメントを行ってはならない旨の方針
・妊娠・出産・育児・介護休業については制度の利用ができること
の周知・啓発

・ハラスメントの行為者については、厳正に対処する旨の方針
対処の内容を就業規則等に規定し、周知・啓発

・相談（苦情を含む）に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備
・職場内の相談窓口を定め、全員に周知する

・「事後」の迅速かつ適切な対応
・事実関係を迅速かつ正確に確認する
→事実確認ができた場合には、被害者に対しては速やかに配慮を
行い、行為者に対しては措置を行う。そして再発防止を講じる。

・併せて講ずべき措置
・相談者、行為者、参考人のプライバシーの保護
・不利益取扱を行わないことの定め・周知・啓発



社内周知用ポスター（R5.5 滋賀労働局独自資料）
※パンフレットは、変わります!!職場におけるハラスメント対策（社内周知用ポスター付）で検索


